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SIDS in HPV programme & CCAP 
SIAM 24, 17/04/2007 

初期評価プロファイル（SIAP） 
 

2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノール 

 
物 質 名 ：2-sec-Butyl-4,6-dinitrophenol；Dinoseb 

化 学 式 ：C10H12N2O5 

CAS No.：88-85-7 

 

 
SIARの結論の要旨 

 
ヒト健康 

幼若と成熟フィッシャーF344ラット雌の経皮吸収は2相性であるように見える。幼若と成熟ラットは、6時

間以内に投与量の約44％を吸収し、120時間で幼若ラットは75.9%、成熟ラットは92.5%を吸収した。成熟ラ

ットは120時間で全投与量の約70％を尿に、16％を糞便に排出し、7％を体内に保持した。24時間で成熟ラッ

トから収集した尿のHPLC分析は、親化合物の広範囲な代謝を示した。血液は検査組織の2-sec-ブチル-4,6-

ジニトロフェノール由来の最高放射性濃度を有していた。 

 
妊娠11日目に腹腔内注射または強制経口投与の何れかで投与された妊娠Swiss Websterマウスにおいて、

[14C]-2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは胎盤を通過し胎仔に到達した、しかし移行への障壁が存在する

ために胎仔のレベルは母獣の血液レベルの2.5%を決して超えない。胎仔における放射能の最高レベルも同様

であるが、経口より腹腔の方がはるかに早く最高レベルに到達した。母獣では、放射能はあらゆる組織に到

達した。強制経口投与後の排出速度定数は0.02/時間であり、腹腔内注射後の排出速度定数は0.09/時間であっ

た。投与ルートの如何にかかわらず、単回投与の64時間後以内に投与量の67％ないし78％の試験物質が尿と

糞便中に回収された。 

 
吸入LC50(4時間)はラットで35-130mg/m3である。強制呼吸と運動の抑制が観察された。経皮LD50はウサギ

で40-146mg/kg bwであり、運動の抑制、流涎、鼻汁、呼吸速度の増加および運動失調が認められた。経口LD50

はラットで5-50mg/kg bwである。腹這体位、徐呼吸、下痢性糞便、自発運動低下が記録された。 

 
皮膚刺激に関して妥当な情報はない。2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールはウサギの眼に対して非常に刺

激性がある。感作性についての情報はない。 

 
OECD TG 422に従って行われた、反復投与毒性試験および生殖/発生毒性スクリーニング試験の組合せ試

験では、Crj:CD(SD)IGSラットに強制経口投与で0(媒体)、0.78、2.33、7mg/kg bw/日の2-sec-ブチル-4,6-ジ

ニトロフェノールが投与された。雄は交配前14日から42日間投与された。雌は交配前14日から交配、妊娠期

間、授乳6日を通じて投与された。雄では、何れの用量群でも死亡例はなかった。7mg/kg bw/日で7匹の雌は

妊娠19日目に死亡し、1匹は21日目に死亡、1匹の動物は妊娠19日目と20目は瀕死の状態であった。雄の
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LOAELはヘマトクリットの増加に基づいて0.78mg/kg bw/日、雌のNOAELは2.33mg/kg bw/日で脾臓の延髄

外の造血が減少したことにより、0.78mg/kg bw/日であった。 

 
EPAガイドラインに従って行われた発生毒性試験では、New Zealand 白ウサギに、2-sec-ブチル-4,6-ジニ

トロフェノールが1日当たり6時間、0、1、3、9、または18mg/kg bw/日の用量で妊娠7から19日目に皮膚に

塗布された。経皮毒性のNOELは、雌に対して母獣死亡率、高熱に基づいて1 mg/kg bw/日であった。 

 
2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは細菌［OECD TG 471、472］で変異原性ではなかった。代謝活性

系のある、なし何れでもin vitro哺乳動物細胞[OECD TG 473］の染色体異常を誘導しなかった。 

 
ラットとマウスで限定的な発がん性試験がある。利用できるデータに基づくと、発がん影響は示唆されない。 

 
ラットによる上記のOECD TG 422試験では、投与の終わりの雄の精子分析は、0.78と2.33mg/kg bw/日の

どの精子試験でも有意の変化がないことを示した。7.0 mg/kg bw/日(対照100％と比較して8.3％)では、運動

精子率、前進精子率、最短距離移動速度、生存精子率は有意に増加したが、精子頭部の振幅、奇形精子率と

尾部奇形精子率は有意に減少した。さらに生き残り率、頭部奇形率に有意差はないが高い傾向にあった。回

復期の終わりには、0.78と2.33mg/kg bw/日のいずれの精子試験でも有意の変化はなかった。7.0 mg/kg bw/

日では、生存精子率および生き残り精子率が有意に減少し、総奇形精子率および頭部奇形精子率が有意に増

加した。雌では、妊娠指数が7.0 mg/kg bw/日で低下した(対照の100%に比較して8.3％)。発情回数、交尾率、

交尾所用日数、受胎数、受胎率、妊娠期間、分娩状態、哺育状態、黄体数、着床数、または着床率に化学物

質に帰せられる変化は認められなかった。新生仔では、全誕生仔数、死産仔数、生存仔数、性比、分娩率、

仔の産出率、出生率、一般状態、4日目の生存仔数、4日目の生存率、外形異常、新生仔の体重と生検に0.78

と2.33 mg/kg bw/日の用量において化学物質を原因とする変化は認められなかった。生殖と発生毒性の

NOELは、雄における精子の死亡率と形態異常、および雌における妊娠係数に基づいて2.33 mg/kg bw/日で

あった。 

 
発生毒性試験で、2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールをDCラットに0、2.5、5、10または15mg/kg bw/

日を強制経口投与し、または本物質を200ppm含有する飼料(約15mg/kg bw/日)を妊娠6日から15日にわたり

与えた。母獣の体重増加が10、15mg/kg群の強制経口投与と200ppmの給飼で抑制された。 

 
強制経口投与後に、有意な胎仔の体重低下と胎仔に骨形成の遅れが15mg/kg bw/日で認められ、骨格異常

の発生率の増加が10、15mg/kg bw/日で認められた。給餌後に有意な胎仔の体重低下と小眼球胎仔発生数の

増加が観察された。母獣毒性と発生毒性のNOAELは母獣の体重増加抑制と胎仔の骨格変異に基づき5mg/kg 

bw/日であった。 

 
EPAのガイドライン試験で、New Zealand White ウサギの皮膚に2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールを

0、1、3、9、または18 mg/kg bw/日で妊娠7日から19日に1日当たり6時間塗布した。母獣の死亡と高熱が、3 

mg/kg bw/日以上で認められた。生存胎仔の数が9 mg/kg bw/日で減少した。口蓋破裂、小頭症、水頭症、小

眼球症、無眼球症を有する胎仔の出現率の有意な増加が、9 mg/kg bw/日で認められた。水頭症と無眼球症は

3mg/kg bw/日の胎仔にも生じた。母獣毒性と発生毒性のNOELは、母獣の死亡と高熱と胎仔の水頭症と無眼
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球症に基づいて1mg/kg bw/日であった。 

 
上述の試験に基づき、本化学物質は生殖・発生毒性物質である。 

 
環境 

2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは、室温で固体である。融点が40.6℃、沸点が＞300℃、蒸気圧が9.77

×10-3Pa(25℃)、分配係数(LogPow)が3.57(中性型)、溶解度は34.5mg/L(20℃)である。TG111による加水分解

試験は、pH4, pH7, pH9において50℃、5日間では加水分解は示さない。酸としての解離定数(pKa)は4.47で

あるので、2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは主に環境のpH下では解離状態で存在する。大気中のヒド

ロキシラジカルによる間接的光酸化は、31.82時間の半減期で起きることが予測されている。水溶液の直接的

光分解による半減期が第1次速度定数に基づいてに中性の場合は22時間、解離している化学種の場合は＞30

時間と推定された。2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは好気的条件下では易生分解性ではない(BOD=0%)。

2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは、生物蓄積性試験(10μg/Lのばく露レベルでBCF<0.3-1.0、1.0μg/Lの

ばく露レベルではBCF＜2.5)の結果に基づけば、生物蓄積能を持たない。フガシティーモデルは、この物質

は水圏に中性の形状で存在するとの仮定に基づいている。フガシティーモデリングMackayIIIの計算はもし

大気に放出されるならば、2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは主に土壌(59.8%)、大気(29.9％)、と水の区

分(9.51％)に分配される。もし水区分に放出されるならば、2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは、主に水

区分(91.6%)と底質(7.8％)に分配される。もし土壌に放出されるならば2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノール

は、ほとんど例外なく土壌区分(99.6%)に分布するだろう。もし、大気、土壌、水圏に同時に放出されるなら

ば、2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは、主に土壌(79.8%)と水(17.4%)の区分に分配されるだろう。Henry

定数は4.43 × 10-6atm・m3/mol(20℃)である。 

 
信頼できる試験から利用できる2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールの水生生物に対する急性毒性は； 

魚類(8種)    LC50(48 or 96時間) =0.032-0.54mg/L 

ミジンコ(Daphnia magna)  EC50(48時間) =0.24-0.74 mg/L 

無脊椎動物(Scud)   L(E)C50(96時間) =1.8mg/L 

藻類(Psudokirechneriella subcapitata)  ErC50(72時間) =0.49-1.4mg/L,  

     EbC50(72時間)=0.81mg/L 

 
水生生物に対する慢性毒性 

マス     NOEC(稚魚) ＜0.0005 mg/L 

ファットヘッドミノー   NOEC(稚魚、致死率) ＝0.0145mg/L 

ミジンコ(Daphnia magna)  EC50(21日,生殖) ＝0.17mg/L 

     NOEC(21日,生殖) ＝0.062mg/L 

藻類(Psudokirechneriella subcapitata) NOECb(72時間)＝0.19 mg/L、 

     NOECr(72時間)＝0.36 mg/L 

 
 高等植物や鳥に対する陸生の毒性は以下に示される。しかし、kg/haの単位で表現された処理から土壌中

のばく露濃度を信頼を以て決定出来ず、フィールドの効力試験結果から、穀物や標的植物種に対する2-sec-

ブチル-4,6-ジニトロフェノールの毒性評価を解釈するのは難しい。 
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高等植物(3種)24時間の水ばく露の後の出芽  EC50=3.1-4.0mg/L 

高等植物(7穀物種)    EC50(10-18日)＝3.8-25 kg/ha(高温で) 

高等植物(4標的種)    EC50(10-18日)＝9.1-43 kg/ha(低温で) 

高等植物(4標的種)    EC50(42日)＜0.56-1.12 kg/ha 

高等植物(3種)     0から53％の阻害率＝0.01-0.06kg/ha 

鳥(3種)摂餌急性     LC50(8日)＝410-＞540ppm 

 
ばく露 

日本に輸入された2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールの量は2004年に215トン、2005年に110トンと推定

された。2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールは日本で生産されていないと思われる。日本では2-sec-ブチル

-4,6-ジニトロフェノールは重合防止剤として用いられている。この化学物質はかって農薬として用いられた

が、担当国ではこの用途は現在認められていない。農薬用途は多くのOECD加盟諸国で長い間、認められて

いないが、この化学物質は易生分解性ではないので、環境中に残留2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールの残

留が存続している。2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノールの消費者用途は知られていない。 

 
日本のPRTR(Pollutant Release and Transfer Register)法によって、環境中に放出された量、工場外に移

動した量は、当局に報告されなければならない。しかし、2002、2003、2004年に日本で使用者、製造業者か

ら2-sec-ブチル-4,6-ジニトロフェノール放出と移動は報告されていない。重合防止剤としての2-sec-ブチル

-4,6-ジニトロフェノールの利用は、廃水流を経て環境へ放出される結果となる可能性がある。しかし、2-sec-

ブチル-4,6-ジニトロフェノールは閉鎖系で加工されている。これらの情報に基づけば、この化学物質の有意

の環境ばく露は担当国では予期されないと結論付けられる。 

 
勧告と勧告の理由と勧告された追加作業の性質 

ヒトの健康 

本化学物質は現在のところ追加作業の優先性は低い。化学物質は、ヒトの健康に有害性を持つ(急性毒性、

刺激性、反復投与毒性、生殖/発生毒性)。担当国により提出されたデータに基づいて(用途関連のデータであ

り、担当国では製造されていない。世界的生産量は不明。) 、担当国での用途パターンに関連して、ヒトへ

のばく露は低いと予想されている。諸国は担当国により提供されていない他のばく露シナリオの調査を望む

かもしれない。 

 
環境 

化学物質は追加作業の候補である。化学物質は、環境に対して有害性を有する(環境における急性毒性、魚

類、ミジンコ類に対する慢性毒性、地上の高等植物に対する急性毒性、易生分解性でないこと)。それ故、ば

く露評価、陸生(無脊椎動物、例えばミミズ)有害性評価そして必要なら環境リスク評価をするように加盟諸国

は招請される。 
   

［著作権および免責事項について］ 

［著作権］ 
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